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1. パンデミック(H1N1)2009が起きる前に考えら

れていた新型インフルエンザ対策

2. パンデミック(H1N1)2009への対応

3. 今後の課題



１９９０年代からの流行と新型インフルエンザ対策
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SARSと新型インフルエンザの比較

SARS 新型インフルエンザ

患者数 8096人 20億人

死者数 774人 数百万人～数千万人

致死率 約10％ 0.4-2.0％

感染経路 飛沫感染 飛沫感染・(空気感

染）

伝播様式 主に病院 主にコミュニティー

感染拡大 世界30カ国の主に都

市部
世界中・すべての地
域



鳥インフルエンザ（H5N1）による人の感染者の推移
(2010年8月31日時点）

総計：505名（うち300名が死亡：致死率59.4%）



過去の新型インフルエンザの被害

• スペインインフルエンザ（1918－19）
– アメリカにおける死亡者：675,000

– 致死率：２％程度

• アジアインフルエンザ（1957－58）
– アメリカにおける死亡者：69,800

– 致死率：0.5%程度

• 香港インフルエンザ（1968－69）
– アメリカにおける死亡者：33,800

– 致死率：0.3%程度

季節性インフルエンザ0.3％以下

日本の新型インフルエンザ対策で強調さ
れていた点

患者の搬送・隔離

・アイソレーターを装備した救急車

・陰圧室への隔離

検疫強化などの水際作戦での国内への流入阻止

地域での早期封じ込め



新型インフルエンザ発生時の医療体制

• 厳格な感染予防対策はどこまで可能か？

– 感染症指定医療機関への搬送

– 陰圧室での管理

– Full PPE(N95マスク）



予想される新型インフルエンザの流行



内閣官房2008年4月9日

国内で新型インフルエンザが発生した場合の地域封じ込めについて（案）：内閣官房2008年4月9日





初期の主な出来事

• 4月25日：アメリカ・メキシコでのブタインフルエンザの流行

• 4月27日：WHOがフェーズ４を宣言

• 4月28日：検疫の強化

• 4月29日：WHOがフェーズ５を宣言

• 5月1日：最初の「疑い例」

• 5月9日：国内最初の確定例

• 5月16日：神戸での最初の感染例

• 6月11日：WHOがフェーズ６を宣言

• 7月24日：全数把握の終了（感染者が5022人に達する）



検疫

• 検疫の強化を開始した4月28日の状況

– 今回の新型インフルエンザの状況がわから
なかった（メキシコの致死率10%？）

– 国民の不安

• 検疫に偏った対策

– 国内対策の不備

• 検疫の強化を縮小するタイミング

検疫(2)

• 4月30日の情報

– アメリカで広範な感染拡大が起きている

– 感染者の大半は回復

– 一部に重症例 (メキシコだけでなくアメリカでも）

– ゴールデンウィークで大量の帰国者が1週間以内に帰国

• この時点で検疫から国内対応へ重点を移すべきだった

– 国内での感染拡大に備えたサーベイランス・医療体制の整備





「神戸市および兵庫県における新型インフルエンザ集団発生疫学調査報告」
国立感染症研究所 実地疫学専門家養成コース（FETP）
国立感染症研究所 感染症情報センター

Shiino T, et al. PLoS ONE 5(6): e11057 



医師は、38℃以上の発熱又は急性呼吸器症状＊1があり、かつ次のア）イ）ウ）エ）のいずれかに
該当する者であって、インフルエンザ迅速診断キットによりA型陽性かつB型陰性となったものを

診察した場合、法第１２条第１項の規定による届出を直ちに行わなければならない。
ただし、インフルエンザ迅速診断キットの結果がA型陰性かつB型陰性の場合であっても、医師

が臨床的に新型インフルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）の感染を強く疑う場合には、同様の取
り扱いとする。
ア）10日以内に、感染可能期間内にある新型インフルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）患者と濃
厚な接触歴（直接接触したこと又は2メートル以内に接近したことをいう。以下同様。）を有する者
イ）10日以内に、新型インフルエンザ（豚インフルエンザＨ１Ｎ１）に感染しているもしくはその疑い

がある動物（豚等）との濃厚な接触歴を有する者
ウ）10日以内に、新型インフルエンザウイルス（豚インフルエンザウイルスＨ１Ｎ１）を含む患者由

来の検体に、防御不十分な状況で接触した者、あるいはその疑いがある者
エ）10日以内に、新型インフルエンザが蔓延している国又は地域に滞在もしくは旅行した者



特別な外来診療体制の必要な時期



特別な外来診療体制の必要な時期

まん延期

国内発生早期

（感染症研究所感染症情報センター）



（感染症研究所感染症情報センター）





日本で致死率の低かった理由

• 医療へのアクセス

– タミフル・リレンザの早期投与の徹底

– 入院・呼吸管理などの早期治療が可能

• 疫学的特徴の違い

– より重症化しやすいグループへの感染がこれま
では少なかった



日本での重症例と死亡例の抗ウイルス薬投与
時期の比較
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インフルエンザ様疾患の年齢階層別の報告数

2004-5年シーズン
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インフルエンザ様疾患の年齢階層別の報告数

2009-10年シーズン
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（感染症研究所感染症情報センター）

日本における死亡例の年齢分布

N = 202

罹患者の多かった
10代での死亡は非

常に少ない

40－50代での死

亡が最も多い

高齢者の死亡が
少ない



年齢階層別の死亡率と入院率
(インフルエンザ様疾患報告数10万あたり）
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日本での新型インフルエンザA（H1N1）の疫学的特徴

罹患率 重症化率 致死率

0－4歳 中程度(増加傾

向）
中程度～やや高
い

低い

5－14歳 非常に高い 低い 非常に低い

15－19歳 中程度 非常に低い 非常に低い

20－39歳 低い 低い 低い

40－59歳 低い 中程度～高い 高い

60歳以上 非常に低い 非常に高い 非常に高い



アメリカの推計で１８－６４歳の占める割合
‐感染者の57.3％（3500万人/6100万人）
‐入院患者の58.4％（16万人/27.4万人）
‐死亡者の76.7％（9570/12470）

Number of cases and schools with class suspension in 2004‐5 
and 2009‐10 influenza seasons in Nara city

Daily 
number of 
reported 
cases

Number of 
schools with 
class 
suspension



Number of influenza rapid test positive cases by age group 
during 2004‐5 season and 2009‐10 season in Nara city 

Number of influenza rapid test positive cases by age group 
during 2004‐5 season and 2009‐10 season in Nara city 



Number of influenza rapid test positive cases by age group 
during 2004‐5 season and 2009‐10 season in Nara city 

広島市における新型インフルエンザの発生状況

データ：広島市医師会



死亡者数の推移（発症日で集計）

N = 189

インフルエンザの拡散のパターン

学校

家庭

地域・職場

文

保育園・幼稚園

感染源

病院・高齢者
施設など



新型インフルエンザワクチンの供給
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ワクチン供給量 インフルエンザ様疾患報告数

約1730万人分のワクチンが2009年末までに供給された





新型インフルエンザワクチンをめぐる問題点

• 日本でのワクチン生産能力が限られている

– 新型インフルエンザ発生時にはワクチン供給能力に
問題がある

• 接種回数などが目まぐるしく変わっていった

• 接種体制など基本方針がワクチン供給開始時
に決まっていなかった



9月23日現在のニュージーランドの状況

•流行はほぼ終息
•入院患者数：702人、ICU入院患者数：104人、死亡者：14人



年齢階層別のインフルエンザによる推計受診者数

総人口 推定受診者数 受診率

0－4歳 5405 2293 42.4%

5－9歳 5786 5226 90.3%

10－14歳 5985 4772 79.7%

15－19歳 6155 2809 45.7%

20－29歳 14735 2189 14.9%

30－39歳 18605 1549 8.3%

40－49歳 16187 1012 6.3%

50－59歳 17660 475 2.7%

60－69歳 17000 165 1.0%

70歳以上 20176 144 0.7%

合計 127694 20640 16.2%

（単位：千人）

今冬のインフルエンザの流行について

• 考えられるシナリオ
– 昨年よりは規模の小さなパンデミック(H1N1)主体

の流行

• 規模は小さいが年齢構成が変わることによって被害
がより大きくなる可能性があることに注意が必要

– パンデミック(H1N1)と季節性（H3N2)（さらにB?）の

混合流行

– 季節性（H3N2)とBを主体とした流行



1968‐70年の香港

インフルエンザの際
の超過死亡

Viboud et al J Infect Dis 192:233-48

パンデミック(H1N1)対策の教訓

• 初期対応に偏って考えられてきた対策

• フレキシビリティーの欠如
– パンデミックの重症度(致死率）に応じた対応

– 流行段階に応じた対応

– 地域の状況に応じた対応



Severity Index導入の可能性



今後のパンデミック等の感染症対策の課題

• サーベイランスなど情報収集体制の見直し
– サーベイランスの目的：Data for Action（Data for Press 
briefing??)

– 厚生労働省主導のサーベイランスの問題点（ブラックボッ
クス??）

– リアルタイムのデータ解析

– 地域ごとのデータ解析（都道府県・市町村・保健所などの
能力強化）

今後のパンデミック等の感染症対策の課題

• 専門家の意見が反映される対策の実施体制

– 一度も開かれなかった専門家会議

– 厚生労働省主導の対策の限界

– 「政治主導」の危険性

– 感染症研究所の役割



今後のパンデミック等の感染症対策の課題

• 個々の対策の有効性のついての科学的検証

– なぜ日本の致死率が低かったのか―「結果オーライ」で
終わらせない

– 学校閉鎖・手洗い・抗インフルエンザ薬等の有効性につ
いても非常に乏しいエビデンスしかない

– 各国は積極的にエビデンスに基づく検証を行っている－
日本は？

今後のパンデミック等の感染症対策の課題

• 意思決定から対策実施に至る過程の明確化

– 誰が、どのような過程で対策の方針を決めるのか
• 政治家？

• 厚生労働省？

• 諮問会議？

• 都道府県知事？

– 厚生労働省からの「通知」の位置づけ

– 情報伝達の問題点
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